
山形県新型コロナウイルス感染症に係る危機対策本部 

第 12回本部員会議 
 

次     第 

 

日時 令和２年５月２６日（火）  

午後３時～ 

場所 県庁５階 ５０２会議室    

 

 

１ 開 会 
 
 

２ あいさつ 
 
 

３ 協 議 

（１）新型コロナウイルス感染症緊急事態解除宣言について 

（２）緊急事態解除宣言後の本県の対応について 

①県をまたいだ移動の自粛について 

②営業自粛（休業）等を再び協力依頼する場合の基準について 

   ③イベント等の開催に関する基本方針について 

（３）その他 

 
 

４ 閉 会 



（別紙１） 
 

新型コロナウイルス感染症緊急事態解除宣言 

 

 

 新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号）第 32 条

第１項の規定に基づき、令和２年４月７日、新型コロナウイルス感染症緊急

事態宣言をしたところであるが、緊急事態措置を実施する必要がなくなった

と認めるため、同条第５項の規定に基づき、５月 25日、緊急事態が終了した

旨を宣言した。 

user
テキストボックス
資料１－１
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新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針の主な変更点について 

令和２年５月２５日 

現  行（５月２１日付け） 

（本県位置付け：緊急事態措置の対象とならない都道府県） 

変更後（５月２５日付け） 

（本県位置付け：全都道府県で緊急事態宣言解除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

その後、令和２年５月 25日に改めて感染状況の変化等について分析・ 

評価を行い、「区域判断にあたっての考え方」を踏まえて総合的に判断

したところ、全ての都道府県が緊急事態措置を実施すべき区域に該当し

ないこととなった。そのため、同日、政府対策本部長は、緊急事態措置

を実施する必要がなくなったと認められることから、法第 32 条第 5 項

に基づき、緊急事態解除宣言を行うこととする。 

緊急事態宣言が解除された後は、一定の移行期間を設け、外出の自粛

や施設の使用制限の要請等を緩和しつつ、段階的に社会経済の活動レベ

ルを引き上げていくこととなる。その場合において、後述する感染拡大

を予防する「新しい生活様式」の定着や、業種ごとに策定される感染拡

大予防ガイドライン等の実践が前提となる。また、再度、感染の拡大が

認められた場合には、的確な経済・雇用対策を講じつつ、速やかに強い

感染拡大防止対策等を講じる必要がある。 

そのため、引き続き、政府及び都道府県は感染の状況等を継続的に監

視するとともに、政府や地方公共団体、医療関係者、専門家、事業者を

含む国民が相互に連携しながら、「三つの密」の回避や「人と人との距

離の確保」「マスクの着用」「手洗いなどの手指衛生」をはじめとした基

本的な感染対策の継続など、感染拡大を予防する「新しい生活様式」を

社会経済全体に定着させていく必要がある。事業者において、業種ごと

に策定される感染拡大予防ガイドライン等が実践されることも重要で

ある。 

資料１－２ 
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また、再度、感染が拡大する場合に備える必要がある。新規感染者数

の増大に十分対応することができるよう、医療提供体制の維持に向けて 

万全の準備を進めておく必要があるほか、検査体制の強化、保健所の体

制強化及びクラスター対策の強化等に取り組むことが重要である。 

こうした取組を実施することにより、感染拡大の防止と社会経済活動

の維持の両立を持続的に可能としていく。 

 

一 新型コロナウイルス感染症発生の状況に関する事実 

 （略） 

その後、令和２年５月 25日に改めて感染状況の変化等について分析・ 

評価を行い、「区域判断にあたっての考え方」を踏まえて総合的に判断

したところ、全ての都道府県が緊急事態措置を実施すべき区域に該当し

ないこととなったため、同日、緊急事態解除宣言が発出された。 

緊急事態宣言が解除された後も、全ての都道府県において、後述する

「（３）まん延防止６）緊急事態宣言解除後の都道府県における取組等」

を踏まえ、基本的な感染防止策の徹底等を継続する必要があるととも

に、感染の状況等を継続的に監視し、その変化に応じて、迅速かつ適切

に感染拡大防止の取組を行う必要がある。 
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二 新型コロナウイルス感染症の対処に関する全般的な方針 

 ① 情報提供・共有及びまん延防止策により、各地域においてクラス

ター等の封じ込め及び接触機会の低減を図り、感染拡大の速度を抑

制する。 

 

 ② サーベイランス・情報収集及び適切な医療の提供により、重症者

及び死亡者の発生を最小限に食い止めるべく万全を尽くす。 

 

 ③ 的確なまん延防止策及び経済・雇用対策により、社会・経済機能

への影響を最小限にとどめる。 

 

 

 ④ 引き続き、地域の感染状況や医療提供体制の確保状況等を踏まえ

ながら、段階的に社会経済の活動レベルを上げていく。その際、感

染状況は地域によって異なることから、各都道府県知事が適切に判

断する必要があるとともに、人の移動があることから、隣県など社

会経済的につながりのある地域の感染状況に留意する必要がある。 

 

 

 

 ⑤ 緊急事態宣言が全ての都道府県で解除された場合、外出の自粛や

施設の使用制限等は基本的に解除されることになるが、その場合に

おいても、感染拡大を予防する新しい生活様式が前提となる。新し

い生活様式が社会経済全体で安定的に定着するまで、一定の移行期

間を設け、感染拡大のリスクに応じて段階的に移行するものとす

る。また、再度、感染の拡大が認められた場合には、速やかに強い

まん延防止対策等を講ずる。 
 

 

二 新型コロナウイルス感染症の対処に関する全般的な方針 

①  緊急事態宣言が解除された後は、感染拡大を予防する「新しい

生活様式」の定着等を前提として、地域の感染状況や医療提供体

制の確保状況等を踏まえながら、一定の移行期間を設け、外出の

自粛や施設の使用制限の要請等を緩和しつつ、段階的に社会経済

の活動レベルを引き上げていく。その際、感染状況は地域によっ

て異なることから、各都道府県知事が適切に判断する必要がある

とともに、人の移動があることから、隣県など社会経済的につな

がりのある地域の感染状況に留意する必要がある。 

 

②  感染拡大を予防する「新しい生活様式」を社会経済全体に定着

させていくとともに、事業者に対して業種ごとに策定される感染

拡大予防ガイドライン等の実践を促していく。 

 

③  新型コロナウイルス感染症は、今後も、感染拡大のリスクが存

在するため、監視体制の整備及び的確な情報提供・共有により、

感染状況等を継続的に監視する。また、感染が拡大する場合に備

え、医療提供体制の維持に向けて万全の準備を進めるほか、検査

機能の強化、保健所の体制強化及びクラスター対策の強化等に取

り組む。 

 

④  的確な感染拡大防止策及び経済・雇用対策により、感染拡大の

防止と社会経済活動の維持の両立を持続的に可能としていく。 

 

⑤  再度、感染の拡大が認められた場合には、速やかに強い感染拡

大防止対策等を講じる 
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三 新型コロナウイルス感染症対策の実施に関する重要事項 

（３）まん延防止 

６）緊急事態措置の対象とならない都道府県における取組等 

 

① 緊急事態措置の対象とならない都道府県は、今後、持続的な対策

が必要になると見込まれることを踏まえ、住民や事業者に対して、

以下の取組を行うものとする。その際、緊急事態宣言の期間中は、

緊急事態措置を実施すべき区域が一部残っていること等を踏まえ、

自粛要請等の緩和及び解除については、慎重に対応するものとす

る。 

 

 

 

 

 

・ 「人と人との距離の確保」「マスクの着用」「手洗いなどの手指衛

生」をはじめとした基本的な感染対策の継続など、感染拡大を予防

する「新しい生活様式」の定着が図られるよう、あらゆる機会を捉

えて、４月 22 日の専門家会議で示された「10 のポイント」、５月

1 日の専門家会議で示された「新しい生活様式の実践例」等につい

て住民に周知を行うこと。 

 

・ 不要不急の帰省や旅行など、特定警戒都道府県をはじめとする相

対的にリスクの高い都道府県との間の人の移動は、感染拡大防止の

観点から避けるよう促すとともに、これまでにクラスターが発生し

ているような施設や、「三つの密」のある場についても、外出を避

けるよう呼びかけること。 

 

 
三 新型コロナウイルス感染症対策の実施に関する重要事項 

（３）まん延防止 

 ６）緊急事態宣言解除後の都道府県における取組等 

 

①  都道府県は、今後、持続的な対策が必要になると見込まれるこ

とを踏まえ、住民や事業者に対して、以下の取組を行うものとす

る。その際、「新しい生活様式」が社会経済全体に定着するまで、

一定の移行期間を設けることとし、概ね３週間ごと（例えば、①

６月 18日までの３週間程度、②その後の３週間程度、③②の後の

３週間程度）に地域の感染状況や感染拡大リスク等について評価

を行いながら、外出の自粛、催物（イベント等）の開催制限、施

設の使用制限の要請等を段階的に緩和するものとする。 

 

 

（外出の自粛等） 

・  「三つの密」の回避や、「人と人との距離の確保」「マスクの

着用」「手洗いなどの手指衛生」をはじめとした基本的な感染

対策の継続など、感染拡大を予防する「新しい生活様式」の定

着が図られるよう、あらゆる機会を捉えて、４月 22 日の専門

家会議で示された「10のポイント」、５月４日の専門家会議で

示された「新しい生活様式の実践例」等について住民や事業者

に周知を行うこと。 

・  不要不急の帰省や旅行など、都道府県をまたぐ移動は、５月

末までは、感染拡大防止の観点から避けるよう促すこと。 

その後、①の段階においては、５月 25 日の緊急事態宣言解

除の際に特定警戒都道県であった地域との間の移動は、慎重に

対応するよう促すこと。 
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・ 全国的かつ大規模な催物等（一定規模以上のもの）の開催につい

ては、リスクへの対応が整わない場合は中止又は延期するよう、主

催者に慎重な対応を求めること。 

 

 

 
また、観光振興の観点からの人の移動については、まずは県

内観光の振興から取り組むこととし（①段階からが想定され

る）、その状況を踏まえつつ、県外からの人の呼び込みを実施

すること（②の段階からが想定される）。 

・  これまでにクラスターが発生しているような施設への外出

は、５月末までは、感染拡大防止の観点から避けるよう促すこ

と。その後、施設や業態の特性等による感染拡大リスクを考慮

し、業種ごとに策定される感染拡大予防ガイドライン等が実践

されるなど感染防止策が徹底されれば一定の安全性が確保で

きると考えられる業種については、ガイドラインの徹底等を前

提として、①の段階からの外出の自粛要請等の緩和を検討する

こと。 

一方、現段階において一定の安全性を確保することが難しい

と考えられる業種については、①の段階において、施設や業態

の特性等に応じた感染防止策に関して、専門家の意見を聴きつ

つ更に検討された結果を踏まえ、感染防止策の徹底等により一

定の安全性が確保されると考えられる場合には、②の段階から

の外出の自粛要請等の緩和を検討すること。 

・  感染拡大の兆候や施設等におけるクラスターの発生があっ

た場合、国と連携して、外出の自粛に関して速やかに住民に対

して必要な協力の要請等を行うこと。 

 

（催物（イベント等）の開催） 

・  催物等の開催に対する中止又は延期要請等については、「新

しい生活様式」や業種ごとに策定されるガイドラインに基づく

適切な感染防止策が講じられることを前提に、①～③の概ね３

週間ごとに、地域の感染状況や感染拡大リスク等について評価 

を行いながら、段階的に規模要件（人数上限）を緩和すること。 
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その際、屋内で開催される催物等については、収容定員に対

する参加人数の割合を半分程度以内とする要件を付すこと。 

また、催物等の態様（屋内であるか、屋外であるか、また、

全国的なものであるか、地域的なものであるか等）や種別（コ

ンサート、展示会、 スポーツの試合や大会、お祭りなどの行

事等）に応じて、開催の要件や主催者において講じるべき感染

防止策を検討すること。 

なお、全国的な人の移動を伴うような規模の大きなイベント

（スポーツの試合等）については、段階的な緩和を図っていく

中で（②の段階が想定される）、まずは無観客での開催を求め

ること。 

上記の移行期間において、各段階の一定規模以上の催物等の

開催については、リスクへの対応が整わない場合は中止又は延

期するよう、主催者に慎重な対応を求めること。 

催物等の開催にあたっては、その規模に関わらず、「三つの

密」が発生しない席配置や「人と人との距離の確保」、「マスク

の着用」、催物の開催中や前後における選手、出演者や参加者

等に係る主催者による行動管理等、基本的な感染防止策が講じ

られるよう、主催者に対して強く働きかけるとともに、参加者

名簿を作成して連絡先等を把握しておくことや、導入が検討さ

れている接触確認アプリの活用等について、主催者に周知する

こと。 

・ 感染拡大の兆候や催物等におけるクラスターの発生があった

場合、国と連携して、催物等の無観客化、中止又は延期等を含

めて、速やかに主催者に対して必要な協力の要請等を行うこ

と。 
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・ 事業者に対して、在宅勤務（テレワーク）、時差出勤、自転車通

勤等、人との接触を低減する取組を働きかけるとともに、職場や店

舗等に関して、業種ごとに策定される感染拡大予防ガイドライン等

を踏まえ、感染拡大防止のための取組が適切に行われるよう働きか

けること。 

 

 

・ これまでにクラスターが発生しているような施設や、「三つの密」

のある施設については、地域の感染状況等を踏まえ、施設管理者等

に対して必要な協力を依頼すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（職場への出勤等）  

・  事業者に対して、引き続き、在宅勤務（テレワーク）、時差

出勤、自転車通勤等、人との接触を低減する取組を働きかける

とともに、職場や店舗等に関して、業種ごとに策定される感染

拡大予防ガイドライン等の実践をはじめとして、感染拡大防止

のための取組が適切に行われるよう働きかけること。 

 

（施設の使用制限等） 

・  これまでにクラスターが発生しているような施設や、「三つ

の密」のある施設については、引き続き、地域の感染状況等を

踏まえ、施設管理者等に対して必要な協力を依頼すること。そ

の際、前述した「外出の自粛等」に関する「これまでにクラス

ターが発生しているような施設」に係る取扱いと同様に対応す

るよう検討すること。 

・  感染拡大の兆候や施設等におけるクラスターの発生があっ

た場合、国と連携して、施設の使用制限等を含めて、速やかに

施設管理者等に対して必要な協力の要請等を行うこと。 

 

②  都道府県は、感染の状況等を継続的に監視し、その変化が認め

られた場合、住民に適切に情報提供を行い、感染拡大への警戒を

呼びかけるものとする。 
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② 緊急事態措置の対象とならない都道府県は、感染の状況等を継続

的に監視し、その変化が認められた場合、住民に適切に情報提供を

行い、感染拡大への警戒を呼びかけるとともに、感染状況の変化等

に応じて、特定警戒都道府県以外の特定都道府県における取組（前

記の１）②、２）、３）②、４）②）に準じて、迅速かつ適切に法

第 24 条第 9項に基づく措置等を検討するものとする。 

 

 

 

 

（６）その他重要な留意事項 

 １）人権への配慮、社会課題への対応等 

 

①  政府は、患者・感染者、その家族や治療・対策に携わった方々

等の人権が侵害されている事案が見られていることから、こうし

た事態が生じないよう適切に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  都道府県は、感染拡大の傾向が見られる場合には、本対処方針

における「特定警戒都道府県以外の特定都道府県における取組(前

記の１）②、 ２）、 ３）②、 ４）②）」に準じて、迅速かつ適切

に法第 24条第９項に基づく措置等を講じるものとする。都道府県

は、できる限りその判断基準や考え方をあらかじめ設けておくこ

ととし、その際は、令和２年５月 14日の専門家会議提言において、

「特定(警戒)都道府県の指定基準等を踏まえつつ、その半分程度

の新規報告者数等で判断することが考えられる」とされているこ

とを参考とする。 

 

（６）その他重要な留意事項 

 １）人権への配慮、社会課題への対応等 

 

➀ 新型コロナウイルス感染症への感染は誰にでも生じ得るもので

あり、感染状況に関する情報が特定の個人や地域にネガティブなイ

メージを生まないようにすることが極めて重要である。特に、患

者・感染者、その家族や治療・対策に携わった方々等の人権が侵害

されている事案が見られていることから、こうした事態が生じない

よう政府は適切に取り組む。 



観光振興

△
屋内 ５０％以内 １００人

不要不急の県をまたぐ移動は避ける
（これまでと同じ） 屋外 十分な間隔（できれば２ｍ） ２００人

屋内 ５０％以内 １００人

屋外 十分な間隔（できれば２ｍ） ２００人

屋内 ５０％以内 １,０００人

屋外 十分な間隔（できれば２ｍ） １,０００人

屋内 ５０％以内 ５,０００人

屋外 十分な間隔（できれば２ｍ） ５,０００人

屋内 ５０％以内 上限なし

屋外 十分な間隔（できれば２ｍ） 上限なし

（注）収容率と人数上限でどちらか小さい方を限度（両方の条件を満たす必要）

６月１９日～７月９日
ステップ②

(ステップ①から約３週間後)

○
△

７月１０日～７月３１日
ステップ③

(ステップ②から約３週間後)

観光振興は県をまたぐものも含めて
徐々に。人との間隔は確保

８月１日を目途
感染状況を見つつ
(ステップ③から約３週間後)

○ ○

５月２５日～５月３１日

△
６月１日～６月１８日
ステップ① ○

５都道県（埼玉、千葉、東京、神奈川、
北海道）との間の不要不急の県をまた

ぐ移動は慎重に

観光振興は県内で徐々に。人との間
隔は確保

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症に係る危機対策本部
令和２年５月26日

運用通知のポイント

時期
外出自粛 イベント開催

県をまたぐ移動等 収容率 人数上限

（移行期間） 

  移行期間については ５月２５ 日から７月３１日までの 約２か月間（感染の状況を見つつ 、延長すること があり得る。） とし、 この移行期間に 

 おいて、感染の状況を確認しつつ段階的に社会経済の活動レベルを引き上げていくこととする。 

資料１－３ 



 

「県をまたいだ移動の自粛」の見直しについて（案） 

 

 

現  行 見直し 

 

【県民への協力依頼】 

・ 不要不急の帰省や旅行など、県をまたいだ移

動については、今月中は、引き続き自粛をお願い

します。 

 

 

 

 

 

【県民への協力依頼】 

・６月以降は、県をまたいだ移動の自粛を解除し

ます。 

また、５月２５日まで特定警戒都道府県とされ

ていた５都道県との間の不要不急の移動について

は、６月１８日までは慎重にお願いします。 

 

 

以上 

令和２年５月２６日 

防災くらし安心部 
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令 和 ２ 年 ５ 月 ２ ６ 日 

山形県新型コロナウイルス感染症に係る危機対策本部 

山形県における新型コロナウイルス感染症注意・警戒レベル(案) 

 目安となる指標 状 態 対 応 策 

【注意】 
－ 

県内では確認されていない

が、国内で感染者が確認さ

れている状態 

・「新しい生活様式」の実践 

・業種別の感染拡大予防ガイドラインの徹底 

・感染が確認されている地域への移動は慎重に 

【警戒】 

【新規感染者数】 

１人（直近７日間） 

県内で感染者が確認されて

いる状態（感染が始まってい

る状態） 

レベル１対応策に加え、 

・県民の慎重な行動を依頼 

 

 

【特別警戒】 

【新規感染者数】 

５人以上（直近７日間） 
【感染経路不明者数】 

１人以上（直近７日間） 

感染拡大のリスクが高まっ

ている状態 

レベル２対応策に加え、 

・不要不急の外出自粛、イベント開催の自粛を

協力依頼 

 

 

【非常事態】 

【新規感染者数】 

10 人以上（直近７日間） 
【感染経路不明者数】 

2 人以上（直近７日間） 
【入院患者数】 

【病床稼働率】 

【重症患者数】 

感染が拡大している状態 
レベル３対応策に加え、 

・県の非常事態宣言の発出 

・営業の自粛（休業）を協力依頼 

※ 各レベルの適用にあたっては、上記内容に加え、県内における感染の具体的状況（地域分布、クラスター

発生状況等）や、首都圏や近隣県の感染状況なども踏まえて、総合的に判断する。 

レベル１ 

レベル３ 

レベル４

５ 

レベル２ 
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イベント等の開催に関する基本方針（案） 

 

 ５月 26日以降、山形県内において開催するイベント等については、政府の基本的対処方

針（令和２年５月 25日変更）を踏まえ、次の規模別及び態様等別の要件を満たすものであ

り、かつ感染拡大防止に係る留意事項に対応できる場合に、開催できるものとする。 

 

１ 規模要件 

  次表の要件を満たす場合 

時  期 要     件 

５月 26日～ 

６月 18日 

屋内 100人以下、かつ収容定員の半分程度以内の参加人数 

屋外 200人以下、かつ人と人との距離を十分に確保（できるだけ２ｍ） 

６月 19日～ 

７月９日 

屋内 1,000人以下、かつ収容定員の半分程度以内の参加人数 

屋外 1,000人以下、かつ人と人との距離を十分に確保（できるだけ２ｍ） 

７月 10日～ 

７月 31日 

屋内 5,000人以下、かつ収容定員の半分程度以内の参加人数 

屋外 5,000人以下、かつ人と人との距離を十分に確保（できるだけ２ｍ） 

８月１日～ 
屋内 収容定員の半分程度以内の参加人数 

屋外 人と人との距離を十分に確保（できるだけ２ｍ） 

 （注）上記の人数は、主催者と参加者のいる場所が明確に分かれている場合（例えばプロスポー

ツイベントの選手と観客等）には参加者数のみを計上することとし、主催者と参加者のいる

場所が明確に分かれていない場合（例えば展示会の主催者と来場者等）には両者を合計した

数とする。 

 

２ イベント等の態様及び種別要件等 

 (1) コンサート等 

①密閉された空間において大声での発声、歌唱や声援、又は近接した距離での会話等

が想定されるようなコンサート等に関しては、上記１の上限人数や収容率の目安に

関わらず、開催にあたってより慎重に検討すること。 

②管楽器を演奏する際も、演奏者との距離など注意すること。 

③人と人との距離等が確保されるよう入場制限等の対応を適切に講ずるよう促すこと。 

④コンサート等主催者及び出演者については、「業種別ガイドライン」等に基づき行動

すること。 

 (2) 展示会等 

①人と人との距離等が確保されるよう入場制限等の対応を適切に講ずるよう促すこと。 

 (3) プロスポーツ等 

  ①全国的な人の移動を伴うプロスポーツ等については、主催者において選手・出演者

等に対して 適切な感染予防策（例えば、選手等に発熱や感冒症状がある場合の出場

自粛、控え場所等における三密回避等）を講じること。 

令和２年５月２６日 

資料２－３ 



②イベントの選手・出演者、観客等の移動中や移動先における感染防止のための適切

な行動管理（例えば、夜の街への外出等の感染リスクのある行動の回避）を確保す

ること。 

③①、②を前提として、まずは ６月 19日以後、無観客で開催すること。（７月 10日

以後は、上記１のとおりの人数、収容定員に係る人数割合及び人と人との距離に係

る要件によること。） 

 (4) お祭り、野外フェスティバル等 

祭り、花火大会、野外フェスティバル等 、人数の管理が困難な行事については、

次のとおりの対応を行うこと。 

① 地域で行われる盆踊り等 、全国的又は広域的な人の移動が見込まれない行事であ

って参加者がおおよそ把握できるものについては、適切な感染防止策（例えば、発

熱や感冒症状がある者の参加自粛、 三密回避、行事の前後における三密の生ずる交

流の自粛、手指の消毒、マスクの着用等）を講ずること。 

②①以外の行事（全国的又は広域的な人の移動が見込まれるものや参加者の把握が困

難なもの）については、中止を含めて慎重に検討すること。 

 

３ 感染拡大防止に係る留意点 

 (1) 適切な感染拡大防止策の実施 

  ①適切な感染防止策（入退場時の制限や誘導、待合場所等における密集の回避、手指

の消毒、マスクの着用、室内の換気、出演者の発声等を伴う催物にあっては客席と

の十分な距離の確保、声援に係る感染防止策等）を実施すること。 

②イベントそのものがリスクの低い場で行われたとしても、イベントの前後 や休憩

時間などの 交流の場で感染拡大のリスクを高める可能性があることを踏まえ、イベ

ントの主催者等はこうした 交流等を極力控えるよう呼びかけること。 

 (2) 主催者によるイベント等の選手、出演者等の行動管理 

規模要件等が緩和される６月 19 日以後においては、イベントの出演者等の移動も

増大することに照らし、上記感染防止策等が実施されることに加え、主催者がイベン

トの選手・出演者、観客等の移動中や移動先における感染防止のための適切な行動管

理（例えば、夜の街への外出等の感染リスクのある行動の回避）を行うこと。 

 (3) 参加者等の連絡先の把握 

イベント等参加者の氏名と連絡先（電話番号等）を可能な限り把握すること（イベ

ント終了後、参加者の中から新型コロナウイルス感染者が発生した場合に、その濃厚

接触者の健康観察等を確実に実施できるようにするため）。 

 

今後、政府の基本的方針等の変更及び県内の感染状況等を踏まえて、適宜方針を見直す。 

 

以上 



イベント開催制限の段階的緩和の目安（その１）

時期 収容率 人数上限

【移行期間】

ステップ①
５月２５日～

屋内 50％以内 100人

屋外 十分な間隔
＊できれば２ｍ

200人

ステップ②
６月１９日～
＊ステップ①から約３週間後

屋内 50％以内 1000人

屋外 十分な間隔
＊できれば２ｍ

1000人

ステップ③
７月１０日～
＊ステップ②から約３週間後

屋内 50％以内 5000人

屋外 十分な間隔
＊できれば２ｍ

5000人

【移行期間後】
感染状況を見つつ、

８月１日を目途
＊ステップ③から約３週間後

屋内 50％以内 上限なし

屋外 十分な間隔
＊できれば２ｍ

上限なし

〇「新しい生活様式」に基づく行動。手指消毒やマスク着用、発熱等の症状がある者は外出等を避けるなど、
基本的な感染防止策の徹底・継続。イベント主催者や出演者は「業種別ガイドライン」等に基づく行動、参
加者の連絡先把握、接触確認アプリの周知、イベント前後の感染対策（行動管理含む）の呼びかけ。
〇 感染拡大の兆候やイベント等でのクラスターの発生があった場合、イベントの無観客化や延期、中止等
も含めて、国と連携しながら、都道府県知事が速やかに協力を要請。その際、専門家によるクラスターの発
生原因やそれへの有効な対策等に関する分析を出来る限り活用（業種別ガイドラインの改定にも活用）。緊
急事態宣言が出た場合、対策を強化。
〇 今後、感染状況等に変化がみられる場合、段階的解除の目安の変更や必要な対策等を通知。

＜基本的な考え方＞

(注) 収容率と人数上限でどちらか小さい方を限度（両方の条件を満たす必要）。

【別紙】
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イベント開催制限の段階的緩和の目安（その２）

時期 コンサート等 展示会等 プロスポーツ等
（全国的移動を伴うもの）

お祭り・野外フェス等

【移行期間】

ステップ①
５月２５日～

〇
【100人又は50％(注)

（屋外200人）】
＊密閉空間で大声を発する
もの、人との間隔を十分確
保できないもの等は慎重な
対応、管楽器にも注意

〇
【100人又は50％】
＊入場制限等により、人と
の間隔を十分確保できない
もの等は慎重な対応

×

全国的・広域的 地域の行事

△
【100人又は50％
（屋外200人）】
＊特定の地域からの来
場を見込み、人数を管
理できるものは可

ステップ②
６月１９日～
＊ステップ①から約
３週間後

〇
【1000人又は50％】
＊密閉空間で大声を発するもの、
人との間隔を十分確保できない
もの等は慎重な対応、管楽器に
も注意

〇
【1000人又は50％】
＊入場制限等により、人との間
隔を十分確保できないもの等は
慎重な対応

〇
【無観客】(ネット中継等)

＊無観客でも感染対策徹底、主
催者による試合中・前後におけ
る選手等の行動管理

×

ステップ③
７月１０日～
＊ステップ②から約
３週間後

〇
【5000人又は50％】
＊密閉空間で大声を発するもの
等は、厳格なガイドラインによ
る対応
＊Go To キャンペーンによる支援
（７月下旬～）

〇
【5000人又は50％】
＊入場制限等により、人との間
隔を十分確保できないもの等は
慎重な対応
＊Go To キャンペーンによる支援
（７月下旬～）

〇
【5000人又は50% 】
＊感染対策徹底、主催者による
試合中・前後における選手・観
客等の行動管理
＊Go To キャンペーンによる支援
（７月下旬～）

〇
＊特定の地域からの来
場を見込み、人数を管
理できるものは可

【移行期間後】
感染状況を見つつ、

８月１日
を目途
＊ステップ③から約
３週間後

〇
【50％】

＊密閉空間で大声を発するもの
等は、厳格なガイドラインによ
る対応
＊Go To キャンペーンによる支援

〇
【50％】

＊入場制限等により、人との間
隔を十分確保できないもの等は
慎重な対応
＊Go To キャンペーンによる支援

〇
【50％】

＊感染対策徹底、主催者による
試合中・前後における選手・観
客等の行動管理
＊Go To キャンペーンによる支援

△
【十分な間隔】
（できれば２ｍ）
＊感染状況を踏まえ
て、判断。

＜具体的な当てはめ＞

(注)どちらか小さい方を限度。他の場合も同様。

〇イベント主催者は、特に、全国的な移動を伴うものには格段の注意。イベント参加者は、自身が感染対策を徹底していても、
感染リスクはあることに留意。また、発熱等の症状がある者はイベントに参加しない（無症状で感染させる可能性も）。
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